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１  検討体制 

 「あきる野市地球温暖化対策地域推進計画」（以下「本計画」といいます。）の検討は、

市民、事業者及び各種団体の代表者 10 名からなる「あきる野市地球温暖化対策地域推進

計画策定検討委員会」（以下「検討委員会」といいます。）と、庁内横断組織である「あき

る野市地球温暖化対策推進本部」及び「あきる野市地球温暖化対策推進本部幹事会」（以下

「推進本部」及び「幹事会」といいます。）で行いました。 

 また、識見を有する者、市民、事業者からなる「あきる野市環境審議会」に、「あきる野

市地球温暖化対策地域推進計画（案）」について諮問し、平成 26 年 6 月 9 日に答申をい

ただきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） あきる野市環境審議会 委員名簿（2014（平成 26）年 4 月 11 日現在） 

職 務 氏   名 所   属 

会 長 志村 秀男 （元）あきる野市緑地保全審議会 会長 

副会長 青木 旦治 あきる野市緑地保全審議会 会長 

委 員 栗原 晋二 （元）あきる野市都市環境審議会 会長 

委 員 松村 博文 あきる野市環境委員会 委員長 

委 員 石川 和助 あきる野市観光協会 会長 

委 員 鶴田 和男 あきる野商工会 会長 

委 員 平野 正延 あきる野市農業委員会 会長 

委 員 伊東 一郎 あきる野市都市環境審議会 委員 

委 員 小澤  昇 あきる野市清流保全協力員 

委 員 豊嶋 雅代 あきる野市廃棄物減量等推進員 

 市  長  あきる野市環境審議会 あきる野市議会 
諮  問 

答  申 

報  告 

意  見 

調 整 

報 
 

告 

市民 事業者 
各種 

団体 

あきる野市地球温暖化対策 

地域推進計画策定検討委員会 

家庭・事業所 

あきる野市地球温暖化対策 

推進本部 

あきる野市地球温暖化対策 

推進本部幹事会 

方向性 取組の内容 

市 

▼ 図 検討体制図 
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（２） あきる野市地球温暖化対策地域推進計画策定検討委員会 委員名簿 

     （2013（平成 25）年 3 月 31 日現在） 

職 務 氏   名 所   属 

委員長 江添 真司 エネルギー供給事業者 

副委員長 石川  稔 あきる野市環境委員会 

委 員 柏倉 倫子 市民 

委 員 栗原 晋二 市民 

委 員 私市  豊 大規模事業者（公立阿伎留医療センター） 

委 員 岩田 有司 大規模事業者（株式会社東京サマーランド） 

委 員 渡会  豊 大規模事業者（富士通セミコンダクター株式会社） 

委 員 平野 寿一 あきる野商工会 

委 員 南  征夫 あきる野市町内会・自治会連合会 

委 員 森下 茂樹 あきる野市農業委員会 

 

（３） あきる野市地球温暖化対策推進本部 本部員名簿 

     （2014（平成 26）年 3 月 31 日現在） 

職 務 氏   名 所   属 

本部長 萩原 豊吉 副市長 

副本部長 浦野 治光 環境経済部長 

本部員 尾﨑 喜己 企画政策部長 

本部員 佐藤 栄次 総務部長 

本部員 田中 豊昭 市民部長 

本部員 宮田 賢吾 健康福祉部長 

本部員 森田  勝 健康福祉部子育て担当部長 

本部員 高橋  勇 都市整備部長 

本部員 荒井 浩之 会計管理者 

本部員 前野 栄作 議会事務局長 

本部員 鈴木 惠子 教育部長 

本部員 新村 紀昭 教育部指導担当部長 

本部員 山田 雄三 教育部生涯学習担当部長 
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（４） あきる野市地球温暖化対策推進本部幹事会 幹事会委員名簿 

     （2014（平成 26）年 3 月 31 日現在） 

職 務 氏   名 所   属 

幹事長 浦野 治光 環境経済部長 

副幹事長 吉澤 桂一 環境経済部 環境政策課長 

幹事会委員 田中 信行 企画政策部 企画政策課長 

幹事会委員 門脇  徹 企画政策部 財政課長 

幹事会委員 平野 光彦 総務部 総務課長 

幹事会委員 加藤多香之 総務部 契約管財課長 

幹事会委員 武藤  進 総務部 地域防災課長 

幹事会委員 瀬戸 照代 市民部 五日市出張所長 

幹事会委員 田野倉裕二 環境経済部 生活環境課長 

幹事会委員 山際 由晃 環境経済部 農林課長 

幹事会委員 山本 常雄 環境経済部 観光商工課長 

幹事会委員 大出 英祐 健康福祉部 生活福祉課長 

幹事会委員 角田  一 健康福祉部 高齢者支援課長 

幹事会委員 市川  勤 健康福祉部 児童課長 

幹事会委員 平野 泰弘 健康福祉部 児童館担当課長 

幹事会委員 吉澤 辰夫 都市整備部 管理課長 

幹事会委員 清水 保治 都市整備部 建設課長 

幹事会委員 丸山 誠司 都市整備部 施設営繕課長 

幹事会委員 小林 賢司 教育部 教育総務課長 

幹事会委員 千葉 貴樹 教育部 指導担当課長 

幹事会委員 木下 義彦 教育部 学校給食課長 

幹事会委員 関谷  学 教育部 生涯学習スポーツ課長 

幹事会委員 岡野 要一 教育部 スポーツ・公民館担当課長 

幹事会委員 松島  満 教育部 図書館長 
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２  検討の経緯 

 本計画は、2011（平成 23）年 11月 18日から 2014（平成 26）年 3 月にわたり、

検討委員会と推進本部・幹事会での検討を重ね、計画案をとりまとめました。その後、本

計画案を公表し、市民の方や事業者の方から意見をいただくとともに、環境審議会への諮

問・答申を経て、策定に至りました。 

 また、2012（平成 24）年 3 月には、市民の方や事業者の方を対象とした「地球温暖

化対策に関するアンケート調査」を実施し、地球温暖化に関する意識や対策の実施状況な

どを把握し、本計画の策定に活用しました。 

（１） 環境審議会での審議経緯 

回 開催日時 審 議 事 項 

第１回 平成 26年 4月 11日（金） ・諮問について 

第２回 平成 26年 6月 ９日（月） ・あきる野市地球温暖化対策地域推進計画（案）に 

 寄せられた意見などについて 

・答申について 

（２） 検討委員会での検討経緯 

回 開催日時 検 討 事 項 

第１回 平成 23年 11月 18日（金） ・地球温暖化対策地域推進計画の策定概要について 

・地球温暖化対策地域推進計画の構成について 

第２回 平成 24年 2月 28日（火） ・あきる野市の温室効果ガス排出量の現状について 

・住民等の意識調査（アンケート）について 

第 3回 平成 24年 8月 8日（水） ・地球温暖化対策に関するアンケート調査結果について  

・温室効果ガス排出量の将来推計について 

・基準年度及び削減目標について 

第 4回 平成 24年 10 月 2日（火） ・地球温暖化対策地域推進計画の全体構成案について  

・地球温暖化対策地域推進計画施策案について 

第 5回 平成 24年 11 月 5日（月） ・地球温暖化対策地域推進計画（素案）について 

第 6回 平成 25年 1月 18日（金） ・地球温暖化対策地域推進計画（案）について 

－ 平成 25年 3月 25日（月） ・地球温暖化対策地域推進計画（案）を市長に報告 
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（３） 推進本部及び幹事会での検討経緯 

回 開催日時 区分 検 討 事 項 

準備会 平成 24年 10月 19日（金） 推進本部 ・地球温暖化対策地域推進計画  

 全体構成案及び施策案について 

・基準年及び削減目標等について 

第 1回 平成 24年 11月 13日（火） 幹事会 ・地球温暖化対策推進本部幹事会副幹事 

 長の互選 

・地球温暖化対策地域推進計画（素案） 

 について 

第 1回 平成 24年 11月 14日（水） 推進本部 ・地球温暖化対策地域推進計画（素案） 

 について 

－ 平成 25年 2月 20日（水） 

～平成 25年 3 月 ８日（金） 

推進本部 

幹事会 

・地球温暖化対策地域推進計画（案） 

 について（※） 

第２回 平成 26年 2月 17日（月） 幹事会 ・地球温暖化対策地域推進計画（案） 

 について 

第 2回 平成 26年 2月 21日（金） 推進本部 ・地球温暖化対策地域推進計画（案） 

 について 

－ 平成 26年 3月 7日（金） 

～平成26年 3月17日（月） 

推進本部 

幹事会 

・地球温暖化対策地域推進計画（案） 

 について（※） 

 ※については、会議型式をとらずに、書面による意見集約を行いました。 
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３  用語解説 

掲載頁 用語 解     説 

2 移動平均  一定期間の間隔を定め、その間隔内の平均値を連続して

計算することにより、物事がこれから先どうなっていくか

などの動向を知ろうとする統計の手法の一つです。 

3 水ストレス  生活などに必要となる水が不足し、水の需要と供給のバ

ランスが崩れた状態のことです。 

3 子午面循環  子午面とは子午線を含む平面のことであり、子午線とは

地球の赤道に直角に交差するように、北極と南極を結ぶ線

のことです。 

 空気は、暖かくなると密度が小さくなり、上昇しやすく

なります。また、冷たくなると密度が大きくなり、下降し

やすくなるという性質があります。 

 赤道付近の太陽放射などで暖められた空気が上昇し、あ

る程度の緯度まで達すると、冷えて下降をはじめます。こ

れにより、ある範囲の子午面（南北の範囲）において、空

気の循環が起こります。 

 この現象を大気循環の一つである子午面循環といいま

す。 

3 感染症媒介生物  ウィルスなどの感染による病気（感染症）を仲介する生

物のことです。その生物自身が病原体ではないものの、ウ

ィルスなどの病原体を運ぶことで、感染症の拡大につなが

ります。 

 代表的な生物としては、マラリアやデング熱、日本脳炎

を媒介する「蚊」があげられます。 

7,8,10,

35,36,

53,54,

55,63,

67,70,

71 

再生可能エネル

ギー 

 再生可能エネルギーとは、「エネルギー供給事業者によ

る非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の

有効な利用の促進に関する法律」（平成 21 年法律第 72

号）において、「エネルギー源として永続的に利用するこ

とができると認められるもの」として規定されたエネルギ

ーのことです。太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、大気

中の熱その他の自然界に存する熱、バイオマスがあげられ

ます。 

 再生可能エネルギーは、石油などの化石エネルギーと異

なり、枯渇せず繰り返し使え、発電時や熱利用時に地球温

暖化の原因となる二酸化炭素をほとんど排出しないエネ

ルギーです。 
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掲載頁 用語 解     説 

9,35 生物多様性  様々な生態系が存在し、生物の種の違いや、同じ種の中

で遺伝子の違いが存在することです。 

 生物多様性の保全は、人間が生存していく上で不可欠な

生存基盤としても重要であり、「生物多様性条約」に基づ

き、わが国でも第 4 次計画に該当する「生物多様性国家

戦略2012-2020 ～豊かな自然共生社会の実現に向け

たロードマップ～」（2012（平成 24）年 9 月 28 日）

が定められています。この中では、様々な角度からの生物

多様性の保全などに向けた取組が示されています。 

13,23, 

27 

二酸化炭素換算 

（CO2換算） 

 各温室効果ガスの排出量を算定する当たり、地球温暖化

係数を用いて二酸化炭素の排出量に換算することです。 

16 温室効果ガス排

出量算定手法の

標準化 62市区

町村共通版 

 オール東京都内 62 市区町村共同事業「みどり東京・温

暖化防止プロジェクト」において示された温室効果ガス排

出量の算定手法のことです。 

 「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」とは、東京都

内の 62 市区町村による広域的な環境負荷低減活動の総

称です。 

 地球温暖化対策を進めていくためには、温室効果ガス排

出量の算定が必要となりますが、各地域で状況が異なるこ

とから、全国的に統一された算定方法は確立されていませ

ん。 

 このため、「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」で

は、各市区町村の地球温暖化対策の計画策定や施策の基礎

資料として、温室効果ガス排出量の算定手法を示しまし

た。 

 都内の市区町村が、この手法により温室効果ガス排出量

を算定することで、同一ベースでの温室効果ガス排出量の

継続的な把握や比較などが可能となりました。 

35,56,

57 

多面的機能  森林が有する様々な機能の総称です。 

 森林には、木材生産機能をはじめ、渇水や洪水を緩和し

良質な水を育む水源かん養機能、きれいな空気をつくると

ともに気候を安定させる大気浄化・気候緩和機能、様々な

生物の棲みかとして命を育む生物多様性保全機能、山の土

壌を守り、山地災害を防止する土砂災害防止・土壌保全機

能、二酸化炭素の吸収・固定や騒音防止などの生活環境保

全機能、レクリエーションの場や教育の場の提供などの保

健文化機能など、非常に多くの機能があります。 

35,56 水源かん養  森林の土壌が、雨水を貯留し（保水機能）、河川へ流れ

込む水の量を平準化して洪水を緩和するとともに、河川の

水量を安定させる機能のことです。 
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掲載頁 用語 解     説 

53,54,

65 
HEMS（ホームエ

ネルギーマネジ

メントシステム） 

 HEMS は「ヘムス」と読みます。 

 家庭内のエネルギーの消費状況などを管理するシステ

ムのことで、各家電の電気等の使用状況や太陽光発電シス

テムの発電状況等を把握し、エネルギーの消費状況を視覚

的に把握できるようにします。 

 また、家電等との連携により、自動的な電源のオンオフ

なども可能となります。 

 これらを通じ、家庭内における効率的なエネルギー消費

を図ります。 

53,54 BEMS（ビルディ

ングアンドエネ

ルギーマネジメ

ントシステム） 

 BEMS は「ベムス」と読みます。 

 ビル内のエネルギーの消費状況などを管理するシステ

ムのことで、ビル内の配電設備、空調設備、照明設備、換

気設備、OA 機器等の電力使用量のモニターや制御を行う

とともに、エネルギーの消費状況を視覚的に把握できるよ

うにします。 

 また、電力使用量デマンド（需要）を監視し、ピークカ

ット制御をするデマンド応答（デマンドレスポンス）も含

まれます。 

 これらにより、建物における効率的なエネルギー消費や

制御を図ります。 

53,54 スマートハウス  スマートハウスとは、HEMS などの IT（情報技術）を

使って家庭内のエネルギー消費が最適に制御された住宅

のことです。 

 太陽光発電システムなどのエネルギーをつくりだす機

器と家電などのエネルギーを使用する機器をつなぎ、効率

の良いエネルギー消費を図ります。 

55 LED  LED とは、Light Emitting Diode の略称で、日本語で

は「発光ダイオード」となります。 

 半導体に電流を流すことで発光し、発熱はありません。

また、使用する材料により発光する色を変えることもでき

ます。 

 蛍光灯の 4倍の寿命であるとともに、発光に伴う消費

電力が白熱球の 10分の 1程度と少ないことから、二酸

化炭素排出量が少なく、地球温暖化対策にも寄与するとさ

れています。 

56,68 施業  施業とは、業務を行うことです。 

 森林の施業とは、目的とする森林を育成するために行う

造林、保育、伐採等の一連の森林に対する人為的行為を実

施することを指します。 

 

 

 

 



 

 
 

 資 料 編 

93 

掲載頁 用語 解     説 

57,60 秋川産材利活用

検討委員会 

 秋川木材協同組合、あきる野林業協議会、識見を有する

者、素材生産者、東京都、市で組織された委員会です。 

 循環型の森林整備、林業及び木材産業の活性化を目指し

て、秋川産材の利用拡大に向けた取組について検討を行い

ました。検討結果は秋川産材利用促進検討報告書（2009

（平成 21）年 2月）にまとめられ、多摩産材モデルハウ

ス（JR武蔵五日市駅東側）の建築なども実現されていま

す。 

59,71 木質バイオマス、

バイオマス 

 再生可能な生物由来の有機性資源で化石資源を除いた

ものが「バイオマス」です。このうち、木に由来するもの

が「木質バイオマス」となります。 

 木材等のマテリアル利用のほか、直接燃焼による発電や

アルコール発酵、メタン発酵による燃料化などのエネルギ

ー利用があります。エネルギー源として用いるとき、これ

を「木質バイオマスエネルギー」といいます。 

 エネルギー源として用いるため、木質バイオマスを燃焼

させることなどにより、二酸化炭素が発生します。しかし

ながら、木質バイオマスは成長過程で光合成により二酸化

炭素を消費しているため、石油などの化石燃料と異なり、

相対的には二酸化炭素を増やさないとされています。 

64 小宮ふるさと自

然体験学校 

 地域や自然環境に対する正確な知識と自然を大切に思

う気持ちを合わせて環境教育の推進を図るとともに、個人

がそれぞれの能力を発揮して生きていく力をつける教育

を実践し、人と自然のつながりを再認識する体験学習など

を行う施設です。 

 2012（平成 24）年３月に 138年の歴史に幕を下ろ

した旧小宮小学校の学校施設を活かし、周辺の自然環境や

地域との連携のもと、運営を行っています。 
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４  地球温暖化対策に関するアンケート調査結果 

（１） 市民編 
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（２） 事業所編 
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地
球
温
暖
化
対
策
に
関
す
る

ア
ン
ケ
ー
ト
に
ご
協
力
い
た

だ
き
、
本
当
に
あ
り
が
と
う

ご
ざ
い
ま
し
た
。

 

 

こ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
の
結
果

は
、
あ
き
る
野
市
の
ウ
ェ
ブ

サ
イ
ト
に
も
掲
載
さ
れ
て
い

る
よ
。
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５  省エネ型生活 10か条 
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６  削減効果（削減量）の算定 

   

■
削

減
効

果
（
削

減
量

）
の

算
定

結
果

：
排

出
削

減
ポ

テ
ン

シ
ャ

ル

（
１

）
生

活
や

事
業

活
動

に
お

け
る

省
エ

ネ
の

推
進

対
　

策

省
エ

ネ
型

生
活

や
省

エ
ネ

型
事

業
活

動
の

推
進

、
環

境
に

配
慮

し
た

消
費

行
動

の
実

践
な

ど
-
0
.7

-
0
.7

（
２

）
資

源
循

環
型

社
会

の
構

築
に

向
け

た
取

組
の

推
進

対
　

策

一
般

廃
棄

物
（
ご

み
）
処

理
基

本
計

画
の

推
進

-
3
.1

-
3
.1

（
３

）
移

動
手

段
に

お
け

る
地

球
温

暖
化

対
策

の
推

進
対

　
策

次
世

代
自

動
車

の
普

及
（
乗

用
）

-
4
.4

次
世

代
自

動
車

の
普

及
（
貨

物
用

）
-
0
.5

エ
コ

ド
ラ

イ
ブ

の
実

施
（
乗

用
・
貨

物
用

）
-
0
.3

（
４

）
建

物
・
設

備
に

お
け

る
地

球
温

暖
化

対
策

の
推

進
（
家

庭
：
太

陽
光

発
電

シ
ス

テ
ム

の
導

入
）

対
　

策

住
宅

用
太

陽
光

発
電

シ
ス

テ
ム

の
普

及
-
1
6
.6

住
宅

用
太

陽
熱

利
用

シ
ス

テ
ム

の
普

及
-
0
.3

高
効

率
給

湯
器

の
普

及
（
C

O
2
冷

媒
ヒ

ー
ト
ポ

ン
プ

、
潜

熱
回

収
型

給
湯

器
）

-
3
.6

家
電

製
品

ト
ッ

プ
ラ

ン
ナ

ー
機

器
の

普
及

-
2
.0

住
宅

の
断

熱
化

（
新

築
戸

建
住

宅
）

-
0
.9

H
E
M

S
の

導
入

-
2
.5

（
５

）
建

物
・
設

備
に

お
け

る
地

球
温

暖
化

対
策

の
推

進
（
事

業
所

：
太

陽
光

発
電

シ
ス

テ
ム

の
導

入
）

対
　

策

太
陽

光
発

電
シ

ス
テ

ム
の

普
及

-
3
.7

住
宅

用
太

陽
光

発
電

シ
ス

テ
ム

の
普

及
-
5
.1

（
６

）
事

業
所

（
大

規
模

）
に

お
け

る
対

策
対

　
策

東
京

都
排

出
総

量
削

減
義

務
に

基
づ

く
対

象
事

業
所

で
の

削
減

対
策

の
実

施
-
1
1
.4

-
1
1
.4

（
７

）
市

役
所

に
よ

る
対

策
対

　
策

市
有

施
設

で
の

C
O

２
削

減
（
あ

き
る

野
市

第
三

次
地

球
温

暖

化
防

止
対

策
実

行
計

画
の

推
進

）
-
0
.5

-
0
.5

総
合

計
（
千

t-
C

O
2
）

対
象

事
業

所
に

よ
る

目
標

削
減

率
の

遵
守

（
第

１
計

画
期

間
6
%
～

8
％

減
：
基

準
年

度
比

）
：
別

紙
２

参
照

導
入

見
通

し
削

減
効

果
（
千

t-
C

O
2
）

あ
き

る
野

市
地

球
温

暖
化

防
止

対
策

実
行

計
画

に
基

づ
く

取
組

を
実

施

-
5
5
.6

導
入

見
通

し
削

減
効

果
（
千

t-
C

O
2
）

業
務

施
設

・
工

場
の

3
0
％

に
太

陽
光

発
電

シ
ス

テ
ム

を
導

入
-
8
.8

集
合

住
宅

の
3
0
％

に
太

陽
光

発
電

シ
ス

テ
ム

（
1
0
kW

相
当

）
を

導
入

導
入

見
通

し
削

減
効

果
（
千

t-
C

O
2
）

導
入

見
通

し
削

減
効

果
（
千

t-
C

O
2
）

戸
建

住
宅

の
3
5
%
に

太
陽

光
発

電
シ

ス
テ

ム
（
4
kW

相
当

）
を

導
入

-
2
5
.9

戸
建

住
宅

の
3
％

に
太

陽
熱

利
用

シ
ス

テ
ム

を
導

入

戸
建

住
宅

の
4
0
％

に
高

効
率

給
湯

器
（
C

O
2
冷

媒
ヒ

ー
ト

ポ
ン

プ
給

湯
器

又
は

潜
熱

回
収

型
給

湯
器

）
が

導
入

さ
れ

る

全
世

帯
の

1
5
%
の

家
電

製
品

が
全

て
ト

ッ
プ

ラ
ン

ナ
ー

基
準

適
合

の
機

器
に

置
き

換
わ

る

新
築

戸
建

住
宅

の
1
0
0
％

が
次

世
代

基
準

に
適

合

全
世

帯
の

4
0
%
に

H
E
M

S
を

導
入

導
入

見
通

し
削

減
効

果
（
千

t-
C

O
2
）

導
入

見
通

し
：
自

動
車

（
乗

用
）
の

1
0
%
が

次
世

代
自

動
車

に
移

行
さ

れ
る

-
5
.2

導
入

見
通

し
：
自

動
車

（
貨

物
用

）
の

1
5
%
が

次
世

代
自

動
車

に
移

行
さ

れ
る

導
入

見
通

し
：
自

動
車

（
乗

用
・
貨

物
用

）
利

用
に

お
い

て
エ

コ
ド

ラ
イ

ブ
実

施
率

が
3
%
増

加
す

る

導
入

見
通

し
削

減
効

果
（
千

t-
C

O
2
）

別
紙

１
参

照

導
入

見
通

し
削

減
効

果
（
千

t-
C

O
2
）

一
般

廃
棄

物
処

理
方

法
を

溶
融

処
理

に
変

更
す

る
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■

（
２

）
資

源
循

環
型

社
会

の
構

築
に

向
け

た
取

組
の

推
進

一
般

廃
棄

物
（
ご

み
）
処

理
基

本
計

画
の

推
進

対
象

：
指

定
な

し

導
入

見
通

し
：

一
般

廃
棄

物
処

理
方

法
を

溶
融

処
理

に
変

更
す

る

項
　

目
指

標
等

数
量

等
単

　
位

備
　

考
#

発
生

源
条

件
①

一
般

廃
棄

物
部

門
排

出
量

（
焼

却
処

分
）

9
,9

0
0

t-
C

O
2

2
0
2
0
年

度
C

O
2
排

出
量

（
推

計
値

）
9

②
一

般
廃

棄
物

部
門

排
出

量
（
溶

融
処

理
）

6
,8

3
4

t-
C

O
2

2
0
2
0
年

度
C

O
2
排

出
量

（
推

計
値

）
、

別
紙

3
参

照
#

取
組

条
件

③
な

し

効
果

算
定

④
削

減
効

果
（
②

-
①

）
-
3
,0

6
6

t-
C

O
2

2
0
2
0
年

度
焼

却
処

理
に

お
け

る
C

O
2
排

出
量

推
計

値
よ

り
2
0
2
0
年

度
溶

融
処

理
に

お
け

る
C

O
2
排

出
量

の
差

（
廃

棄
物

処
理

部
門

に
お

け
る

温
室

効
果

ガ
ス

排
出

抑
制

等
指

針
マ

ニ
ュ

ア
ル

、
環

境
省

）

■
（
３

）
移

動
手

段
に

お
け

る
地

球
温

暖
化

対
策

の
推

進

次
世

代
自

動
車

の
普

及
（
乗

用
）

対
象

：
家

庭

導
入

見
通

し
：

自
動

車
（

乗
用

）
の

1
0

%
が

次
世

代
自

動
車

に
移

行
さ

れ
る

項
　

目
指

標
等

数
量

等
単

　
位

備
　

考
#

発
生

源
条

件

①
自

動
車

部
門

C
O

2
排

出
量

（
乗

用
）

1
1
0
,9

5
3
.2

t-
C

O
2

自
動

車
部

門
C

O
2
排

出
量

（
2
0
2
0
年

度
推

計
）
×

乗
用

車
の

比
率

8
8
.2

%
（
あ

き
る

野
統

計
（
登

録
自

動
車

保
有

台
数

比
）
、

あ
き

る
野

市
）

#

取
組

条
件

②
削

減
効

果
-
3
9
.8

%

次
世

代
自

動
車

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

効
率

改
善

率
（
ガ

ソ
リ

ン
車

に
対

す
る

次
世

代
自

動
車

平
均

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

効
率

の
改

善
率

）
を

基
に

削
減

率
3
9
.8

%
（
2
0
2
0
年

、
2
0
3
0
年

）
を

推
計

し
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（
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0
1
3
年
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対
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施

策
に

関
す

る
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（
地

球
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案
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い

て
）
別

冊
3
 自

動
車
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と
り
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と
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央
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会
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球
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会
）

#

③
取

組
実
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1
0
.0

％
実

施
率
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球
温
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化

対
策
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関

す
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ン
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査
結

果
（
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に

お
け
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＜
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き
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＜
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算
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（
①
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×
③
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4
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1
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次

世
代

自
動

車
の

普
及

（
貨

物
用

）
対

象
：
事

業
者

導
入

見
通

し
：

自
動

車
（

貨
物

用
）

の
1

5
%

が
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世
代
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車
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項
　

目
指

標
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数
量
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位

備
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源
条
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①
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動
車

部
門

C
O

2
排

出
量
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貨

物
用
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1
1
,5
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3
.3
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O
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自
動

車
部

門
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2
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度
推

計
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貨
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9
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%
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成
2
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き
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保
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台
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比
）
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あ
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市
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②
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果
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1
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代
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善
率
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1
.0

%
（
2
0
2
0
年

、
2
0
3
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動
車
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と
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会
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#

③
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5
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関

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
結

果
（
市

民
）
に

お
け

る
＜

取
り

組
ん

で
い

き
た

い
＞

－
＜

い
つ

も
取

り
組

ん
で

い
る

＞
#

効
果

算
定

④
削

減
効

果
（
①

×
②

×
③

）
-
5
3
8

t-
C

O
2

エ
コ

ド
ラ

イ
ブ

の
実

施
（
乗

用
・
貨

物
用

）
対

象
：
家

庭

導
入

見
通

し
：

自
動

車
（

乗
用

・
貨

物
用

）
利

用
に

お
い

て
エ

コ
ド

ラ
イ

ブ
実

施
率

が
3

%
増

加
す

る

項
　

目
指

標
等

数
量

等
単

　
位

備
　

考
#

発
生

源
条

件

①
自

動
車

部
門

C
O

2
排

出
量

（
乗

用
）

1
1
0
,9

5
3
.2

t-
C

O
2

自
動

車
部

門
C

O
2
排

出
量

（
2
0
2
0
年

度
推

計
）
×

乗
用

車
の

比
率

8
8
.2

%
（
平

成
2
1
年

度
あ

き
る

野
統

計
（
登

録
自

動
車

保
有

台
数

比
）
、

あ
き

る
野

市
）

#

取
組

条
件

②
1
台

当
た

り
の

削
減

効
果

-
1
0
.0

%

燃
費

改
善

率
1
0
％

（
2
0
1
3
年

以
降

の
対

策
・
施

策
に

関
す

る
報

告
書

（
地

球
温

暖
化

対
策

の
選

択
肢

の
原

案
に

つ
い

て
）
別

冊
3
 自

動
車

W
G

と
り

ま
と

め
、

中
央

環
境

審
議

会
　

地
球

環
境

部
会

）

2
0
3
0
導

入
量

③
取

組
実

施
率

3
.0

%
実

施
率

：
地

球
温

暖
化

対
策

に
関

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
結

果
（
市

民
）
に

お
け

る
＜

取
り

組
ん

で
い

き
た

い
＞

－
＜

い
つ

も
取

り
組

ん
で

い
る

＞
#

効
果

算
定

④
削

減
効

果
（
①

×
②

×
③

）
-
3
3
3

t-
C

O
2

※
自

動
車

（
貨

物
用

）
に

つ
い

て
は

、
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

か
ら

エ
コ

ド
ラ

イ
ブ

が
す

で
に

実
施

さ
れ

て
い

る
た

め
、

実
質

的
な

削
減

効
果

は
見

込
ん

で
い

な
い

。
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■

（
４

）
建

物
・
設

備
に

お
け

る
地

球
温

暖
化

対
策

の
推

進
（
家

庭
：
太

陽
光

発
電

シ
ス

テ
ム

の
導

入
）

住
宅

用
太

陽
光

発
電

シ
ス

テ
ム

の
普

及
対

象
：
家

庭

導
入

見
通

し
：

戸
建

住
宅

の
3

5
%

に
太

陽
光

発
電

シ
ス

テ
ム

（
4

k
W

相
当

）
を

導
入

項
　

目
指

標
等

数
量

等
単

　
位

備
　

考
#

発
生

源
条

件

①
2
0
2
0
年

度
の

戸
建

住
宅

数
2
3
,7

8
0

戸

現
有

の
戸

建
て

住
宅

数
2
1
,8

0
0
棟

が
そ

の
ま

ま
保

有
さ

れ
、

か
つ

新
築

戸
建

て
住

宅
が

毎
年

2
2
0
棟

増
加

す
る

と
想

定
し

た
。

（
あ

き
る

野
統

計
（
課

税
家

屋
の

棟
数

（
専

用
住

宅
）
）
、

あ
き

る
野

市
）

#

取
組

条
件

②
１

棟
当

た
り

年
間

発
電

量
に

伴
う

C
O

2
削

減
量

-
2
.0

t-
C

O
2
/
戸

電
力

削
減

量
1
0
5
1
.2

kW
h
/
kW

・
年

（
地

球
温

暖
化

対
策

地
方

公
共

団
体

実
行

計
画

（
区

域
施

策
編

）
策

定
マ

ニ
ュ

ア
ル

（
第

１
版

）
、

環
境

省
）

太
陽

光
発

電
容

量
4
kW

/
戸

（
あ

き
る

野
市

新
エ

ネ
ル

ギ
ー

・
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
機

器
設

置
費

補
助

事
業

の
申

請

状
況

）
、

電
力

C
O

2
排

出
係

数
を

0
.4

6
4
kg

-
C

O
2
/
kW

h

（
東

京
電

力
株

式
会

社
の

実
排

出
係

数
（
2
0
1
1
年

度
）
）

と
仮

定
し

た
。

ア ン ケ ー ト 導 入 し て

③
取

組
実

施
率

3
5
.0

％

地
球

温
暖

化
対

策
に

関
す

る
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

結
果

（
市

民
）
（
導

入
し

て
み

た
い

）
に

、
あ

き
る

野
市

に
お

け
る

太
陽

光
発

電
と

太
陽

熱
利

用
シ

ス
テ

ム
の

導
入

割
合

（
太

陽
光

9
8
.2

%
、

太
陽

熱
1
.8

%
）
を

考
慮

し
た

。
（
あ

き
る

野
市

新
エ

ネ
ル

ギ
ー

・
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
機

器
設

置
費

補
助

事
業

に
お

け
る

設
置

状
況

）

#

④
取

組
実

施
数

（
①

×
③

）
8
3
2
3

戸
5
.4

×
4
.2

効
果

算
定

⑤
発

生
源

単
位

当
た

り
削

減
可

能
量

（
②

）
-
2
.0

0
t-

C
O

2
/
戸

⑥
削

減
効

果
（
④

×
⑤

）
-
1
6
,6

4
6

t-
C

O
2
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住

宅
用

太
陽

熱
利

用
シ

ス
テ

ム
の

普
及

対
象

：
家

庭

導
入

見
通

し
：

戸
建

住
宅

の
3

％
に

太
陽

熱
利

用
シ

ス
テ

ム
を

導
入

項
　

目
指

標
等

数
量

等
単

　
位

備
　

考

発
生

源
条

件

①
2
0
2
0
年

度
の

戸
建

住
宅

数
2
3
,7

8
0

戸

現
有

の
戸

建
て

住
宅

数
2
1
,8

0
0
棟

が
そ

の
ま

ま
保

有
さ

れ
、

か
つ

新
築

戸
建

て
住

宅
が

毎
年

2
2
0
棟

増
加

す
る

と
想

定
し

た
。

（
あ

き
る

野
統

計
（
課

税
家

屋
の

棟
数

（
専

用
住

宅
）
）
、

あ
き

る
野

市
）

取
組

条
件

②
１

戸
当

た
り

C
O

2
削

減
量

-
0
.4

1
3

t-
C

O
2
/
戸

排
出

削
減

効
果

0
.4

1
3
t-

C
O

2
/
世

帯
・
年

（
地

球
温

暖
化

対
策

地
方

公
共

団
体

実
行

計
画

（
区

域
施

策
編

）
策

定
マ

ニ
ュ

ア
ル

（
第

１
版

）
、

環
境

省
）

ア ン ケ ー

③
取

組
実

施
率

3
.0

％

地
球

温
暖

化
対

策
に

関
す

る
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

結
果

（
市

民
）
（
導

入
し

て
み

た
い

）
に

、
あ

き
る

野
市

に
お

け
る

太
陽

光
発

電
と

太
陽

熱
利

用
シ

ス
テ

ム
の

導
入

割
合

（
太

陽
光

9
8
.2

%
、

太
陽

熱
1
.8

%
）
を

考
慮

し
た

。
（
あ

き
る

野
市

新
エ

ネ
ル

ギ
ー

・
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
機

器
設

置
費

補
助

事
業

に
お

け
る

設
置

状
況

）
さ

ら
に

最
近

の
技

術
動

向
を

踏
ま

え
設

定
し

た
。

#

④
取

組
実

施
数

（
①

×
③

）
7
1
3

戸

効
果

算
定

⑤
発

生
源

単
位

当
た

り
削

減
可

能
量

（
②

）
-
0
.4

1
3

t-
C

O
2
/
戸

⑥
削

減
効

果
（
④

×
⑤

）
-
2
9
5

t-
C

O
2
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高

効
率

給
湯

器
の

普
及

（
C

O
2
冷

媒
ヒ

ー
ト

ポ
ン

プ
、

潜
熱

回
収

型
給

湯
器

）
対

象
：
家

庭

導
入

見
通

し
：

戸
建

住
宅

の
4

0
％

に
高

効
率

給
湯

器
（

C
O

2
冷

媒
ヒ

ー
ト

ポ
ン

プ
又

は
潜

熱
回

収
型

給
湯

器
）

が
導

入
さ

れ
る

項
　

目
指

標
等

数
量

等
単

　
位

備
　

考

発
生

源
条

件

①
2
0
2
0
年

度
の

戸
建

住
宅

数
2
3
,7

8
0

戸

現
有

の
戸

建
て

住
宅

数
2
1
,8

0
0
棟

が
そ

の
ま

ま
保

有
さ

れ
、

か
つ

新
築

戸
建

て
住

宅
が

毎
年

2
2
0
棟

増
加

す
る

と
想

定
し

た
。

（
あ

き
る

野
統

計
（
課

税
家

屋
の

棟
数

（
専

用
住

宅
）
）
、

あ
き

る
野

市
）

取
組

条
件

②
１

棟
当

た
り

年
間

C
O

2
削

減
量

-
0
.3

8
t-

C
O

2
/
棟

C
O

2
の

削
減

量
は

、
C

O
2
冷

媒
ヒ

ー
ト

ポ
ン

プ
給

湯
器

：
排

出
削

減
量

0
.5

7
ｔ-

C
O

2
/
台

・
年

と
潜

熱
回

収
型

給
湯

器
：
排

出
削

減
量

0
.1

9
ｔ-

C
O

2
/
台

・
年

の
平

均
0
.3

8
ｔ-

C
O

2
/
台

・
年

を
設

定
し

た
。

（
地

球
温

暖
化

対
策

地
方

公
共

団
体

実
行

計
画

（
区

域
施

策
編

）
策

定
マ

ニ
ュ

ア
ル

（
第

１
版

）
、

環
境

省
）

2 0 2 0 導 入 率

③
取

組
実

施
率

4
0
.0

％
実

施
率

：
地

球
温

暖
化

対
策

に
関

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
結

果
（
市

民
）
に

お
け

る
＜

取
り

組
ん

で
い

き
た

い
＞

－
＜

い
つ

も
取

り
組

ん
で

い
る

＞
#

④
取

組
実

施
数

（
①

×
③

）
9
5
1
2

戸

効
果

算
定

⑤
世

帯
当

た
り

削
減

可
能

量
（
②

）
-
0
.3

8
t-

C
O

2
/
世

帯

⑥
削

減
効

果
（
④

×
⑤

）
-
3
,6

1
5

t-
C

O
2

家
電

製
品

ト
ッ

プ
ラ

ン
ナ

ー
機

器
の

普
及

対
象

：
家

庭

導
入

見
通

し
：

全
世

帯
の

1
5

%
の

家
電

製
品

が
全

て
ト

ッ
プ

ラ
ン

ナ
ー

基
準

適
合

の
機

器
に

置
き

換
わ

る

項
　

目
指

標
等

数
量

等
単

　
位

備
　

考
#

発
生

源
条

件
①

2
0
2
0
年

度
の

世
帯

数
3
3
,5

5
0

世
帯

2
0
2
0
年

度
の

全
世

帯
数

（
あ

き
る

野
市

営
住

宅
ス

ト
ッ

ク
総

合
活

用
計

画
、

あ
き

る
野

市
）

#

②
世

帯
当

た
り

C
O

2
排

出
量

3
.3

5
t-

C
O

2
/
世

帯
民

生
家

庭
部

門
世

帯
当

た
り

C
O

2
排

出
量

（
2
0
2
0
年

度

推
計

）
#

取
組

条
件

③
削

減
効

果
（
ト

ッ
プ

ラ
ン

ナ
ー

機
器

の
省

エ
ネ

率
）

-
1
2
.0

％
地

球
温

暖
化

対
策

地
方

公
共

団
体

実
行

計
画

（
区

域
施

策
編

）
策

定
マ

ニ
ュ

ア
ル

（
第

１
版

）
、

環
境

省

④
取

組
実

施
率

1
5
.0

％
実

施
率

：
地

球
温

暖
化

対
策

に
関

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
結

果
（
市

民
）
に

お
け

る
＜

取
り

組
ん

で
い

き
た

い
＞

－
＜

い
つ

も
取

り
組

ん
で

い
る

＞
を

参
考

に
設

定
し

た
。

⑤
取

組
実

施
数

（
①

×
④

）
5
0
3
3

世
帯

効
果

算
定

⑥
発

生
源

単
位

当
た

り
削

減
可

能
量

（
②

×
③

）
-
0
.4

0
t-

C
O

2
/
世

帯

⑦
削

減
効

果
（
⑤

×
⑥

）
-
2
,0

2
3

t-
C

O
2
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住

宅
の

断
熱

化
（
新

築
戸

建
住

宅
）

対
象

：
家

庭

導
入

見
通

し
：

新
築

戸
建

住
宅

の
1

0
0

％
が

次
世

代
基

準
に

適
合

項
　

目
指

標
等

数
量

等
単

　
位

備
　

考
#

発
生

源
条

件
①

2
0
2
0
年

度
ま

で
の

新
築

戸
建

住
宅

数
2
,4

2
0

戸
新

築
戸

建
て

住
宅

が
毎

年
2
2
0
棟

増
加

す
る

と
想

定
し

た
。

（
あ

き
る

野
統

計
（
課

税
家

屋
の

棟
数

（
専

用
住

宅
）
）
、

あ
き

る
野

市
）

#

②
世

帯
当

た
り

C
O

2
排

出
量

（
冷

暖
房

用
）

0
.9

1
t-

C
O

2
/
世

帯

民
生

家
庭

部
門

世
帯

当
た

り
C

O
2
排

出
量

（
2
0
2
0
年

度

推
計

）
×

冷
暖

房
用

の
比

率
2
7
％

（
2
0
1
3
年

以
降

の
対

策
・
施

策
に

関
す

る
報

告
書

（
地

球
温

暖
化

対
策

の
選

択
肢

の
原

案
に

つ
い

て
）
別

冊
1
 2

0
1
3
年

以
降

の
対

策
・
施

策
に

関
す

る
検

討
小

委
員

会
に

お
け

る
議

論
を

踏
ま

え
た

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
量

・
温

室
効

果
ガ

ス
排

出
量

等
の

見
通

し
、

中
央

環
境

審
議

会
　

地
球

環
境

部
会

）

#

取
組

条
件

③
削

減
効

果
（
断

熱
化

の
省

エ
ネ

効
果

）
-
4
3

％
地

球
温

暖
化

対
策

地
方

公
共

団
体

実
行

計
画

（
区

域
施

策
編

）
策

定
マ

ニ
ュ

ア
ル

（
第

１
版

）
、

環
境

省

④
取

組
実

施
率

1
0
0
.0

％
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
使

用
の

合
理

化
に

関
す

る
法

律
に

基
づ

く
取

組
の

定
着

を
見

込
ん

で
設

定
し

た
。

2
0
3
0
導

入
量

⑤
取

組
実

施
数

（
①

×
④

）
2
4
2
0

戸
#

効
果

算
定

⑥
発

生
源

単
位

当
た

り
削

減
可

能
量

（
②

×
③

）
-
0
.3

9
t-

C
O

2
/
戸

⑦
削

減
効

果
（
⑤

×
⑥

）
-
9
4
7

t-
C

O
2

H
E

M
S

の
導

入
対

象
：
家

庭

導
入

見
通

し
：

全
世

帯
の

4
0

%
に

H
E

M
S

を
導

入

項
　

目
指

標
等

数
量

等
単

　
位

備
　

考
#

発
生

源
条

件
①

2
0
2
0
年

度
の

世
帯

数
3
3
,5

5
0

世
帯

2
0
2
0
年

度
の

全
世

帯
数

（
あ

き
る

野
市

営
住

宅
ス

ト
ッ

ク
総

合
活

用
計

画
、

あ
き

る
野

市
）

#

②
世

帯
当

た
り

C
O

2
排

出
量

2
.6

2
t-

C
O

2
/
世

帯
民

生
家

庭
部

門
世

帯
当

た
り

C
O

2
排

出
量

（
2
0
2
0
年

度

推
計

）
×

7
8
%
電

力
使

用
割

合
（
2
0
0
9
年

度
あ

き
る

野
市

温
室

効
果

ガ
ス

排
出

量
算

定
結

果
）

#

取
組

条
件

③
1
台

当
た

り
の

削
減

効
果

-
7
.0

％
地

球
温

暖
化

対
策

地
方

公
共

団
体

実
行

計
画

（
区

域
施

策
編

）
策

定
マ

ニ
ュ

ア
ル

（
第

１
版

）
、

環
境

省
2
0
3
0
導

入
量

④
取

組
実

施
率

4
0
.0

％
実

施
率

：
地

球
温

暖
化

対
策

に
関

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
結

果
（
市

民
）
に

お
け

る
＜

導
入

し
て

み
た

い
＞

を
参

考
に

設
定

し
た

。
#

⑤
取

組
実

施
数

1
3
4
2
0

世
帯

効
果

算
定

⑥
世

帯
当

た
り

削
減

可
能

量
（
②

×
③

）
-
0
.1

8
t-

C
O

2
/
世

帯

⑦
削

減
効

果
（
⑤

×
⑥

）
-
2
,4

6
1

t-
C

O
2
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■

（
５

）
建

物
・
設

備
に

お
け

る
地

球
温

暖
化

対
策

の
推

進
（
事

業
所

：
太

陽
光

発
電

シ
ス

テ
ム

の
導

入
）

太
陽

光
発

電
シ

ス
テ

ム
の

普
及

対
象

：
事

業
所

導
入

見
通

し
：

業
務

施
設

・
工

場
の

3
0

％
に

太
陽

光
発

電
シ

ス
テ

ム
を

導
入

項
　

目
指

標
等

数
量

等
単

　
位

備
　

考
#

発
生

源
条

件

①
2
0
2
0
年

度
の

対
象

施
設

数
2
,5

1
1

棟

現
有

の
業

務
施

設
2
,5

1
1
棟

（
平

成
2
3
年

度
あ

き
る

野
統

計
（
課

税
家

屋
の

棟
数

、
木

造
以

外
の

家
屋

[事
務

所
・

店
舗

・
百

貨
店

・
銀

行
、

病
院

・
ホ

テ
ル

、
工

場
・
倉

庫
・

市
場

、
そ

の
他

]）
、

あ
き

る
野

市
）
が

そ
の

ま
ま

保
有

さ
れ

る
と

想
定

し
た

。

#

取
組

条
件

②
１

棟
当

た
り

年
間

発
電

量
に

伴
う

C
O

2
削

減
量

-
4
.9

t-
C

O
2
/
棟

電
力

削
減

量
1
0
5
1
.2

kW
h
/
kW

・
年

（
地

球
温

暖
化

対
策

地
方

公
共

団
体

実
行

計
画

（
区

域
施

策
編

）
策

定
マ

ニ
ュ

ア
ル

（
第

１
版

）
、

環
境

省
）

太
陽

光
発

電
容

量
1
0
kW

/
戸

、
電

力
C

O
2
排

出
係

数
を

0
.4

6
4
kg

-
C

O
2
/
kW

h
（
東

京
電

力
株

式
会

社
の

実
排

出

係
数

（
2
0
1
1
年

度
）
と

仮
定

し
た

。

ア ン ケ ー ト 導 入

③
取

組
実

施
率

3
0
.0

％
実

施
率

：
地

球
温

暖
化

対
策

に
関

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
結

果
（
事

業
者

）
に

お
い

て
、

＜
導

入
予

定
が

あ
る

＞
、

＜
検

討
中

＞
を

参
考

に
設

定
し

た
。

#

④
取

組
実

施
数

（
①

×
③

）
7
5
3

棟
=
1
0
0
%

効
果

算
定

⑤
発

生
源

単
位

当
た

り
削

減
可

能
量

（
②

）
-
4
.9

t-
C

O
2
/
棟

⑥
削

減
効

果
（
④

×
⑤

）
-
3
,6

9
1

t-
C

O
2
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住

宅
用

太
陽

光
発

電
シ

ス
テ

ム
の

普
及

対
象

：
家

庭

導
入

見
通

し
：

集
合

住
宅

の
3

0
％

に
太

陽
光

発
電

シ
ス

テ
ム

（
1

0
k
W

相
当

）
を

導
入

項
　

目
指

標
等

数
量

等
単

　
位

備
　

考
#

発
生

源
条

件

①
2
0
2
0
年

度
の

集
合

住
宅

数
3
,4

7
1

棟

共
同

住
宅

3
2
9
1
戸

（
平

成
2
3
年

度
あ

き
る

野
統

計
、

課
税

家
屋

の
棟

数
、

共
同

住
宅

・
寄

宿
舎

／
住

宅
・
ア

パ
ー

ト
）
が

、
そ

の
ま

ま
保

有
さ

れ
、

新
築

共
同

住
宅

が
毎

年
2
0
棟

増
加

（
平

成
2
1
年

度
～

2
2
年

度
、

2
2
年

度
～

2
3
年

度
の

増
加

棟
数

よ
り

）
す

る
と

想
定

し
た

。

#

取
組

条
件

②
１

棟
当

た
り

年
間

発
電

量
に

伴
う

C
O

2
削

減
量

-
4
.9

t-
C

O
2
/
棟

電
力

削
減

量
1
0
5
1
.2

kW
h
/
kW

・
年

（
地

球
温

暖
化

対
策

地
方

公
共

団
体

実
行

計
画

策
定

マ
ニ

ュ
ア

ル
、

環
境

省
）

太
陽

光
発

電
容

量
1
0
kW

/
戸

、
電

力
C

O
2
排

出
係

数
を

0
.4

6
4
kg

-
C

O
2
/
kW

h
（
東

京
電

力
株

式
会

社
の

実
排

出

係
数

（
2
0
1
1
年

度
）
と

仮
定

し
た

。

ア ン ケ ー ト 導 入

③
取

組
実

施
率

3
0
.0

%
実

施
率

：
地

球
温

暖
化

対
策

に
関

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
結

果
（
事

業
者

）
に

お
い

て
、

＜
導

入
予

定
が

あ
る

＞
、

＜
検

討
中

＞
を

参
考

に
設

定
し

た
。

#

④
取

組
実

施
数

（
①

×
③

）
1
0
4
1

棟
=
1
0
0
%

効
果

算
定

⑤
発

生
源

単
位

当
た

り
削

減
可

能
量

（
②

）
-
4
.9

t-
C

O
2
/
棟

⑥
削

減
効

果
（
④

×
⑤

）
-
5
,1

0
2

t-
C

O
2

■
（
６

）
大

規
模

事
業

所
に

お
け

る
対

策

東
京

都
排

出
総

量
削

減
義

務
に

基
づ

く
対

象
事

業
所

で
の

削
減

対
策

の
実

施
対

象
：
工

場
・
事

業
所

導
入

見
通

し
：

対
象

事
業

所
に

よ
る

目
標

削
減

率
の

遵
守

（
第

1
計

画
期

間
6

%
～

8
%

減
：

基
準

年
度

比
）

項
　

目
指

標
等

数
量

等
単

　
位

備
　

考

取
組

条
件

①
削

減
効

果
-
6
～

8
%

効
果

算
定

②
削

減
効

果
-
1
1
,4

3
4
.1

t-
C

O
2

別
紙

２
参

照

■
（
７

）
市

役
所

に
よ

る
対

策

市
有

施
設

で
の

C
O

2
削

減
（
あ

き
る

野
市

第
三

次
地

球
温

暖
化

防
止

対
策

実
行

計
画

の
推

進
）

対
象

：
市

が
所

有
す

る
公

共
施

設

導
入

見
通

し
：

あ
き

る
野

市
地

球
温

暖
化

防
止

対
策

実
行

計
画

に
基

づ
く

取
組

を
実

施

項
　

目
指

標
等

数
量

等
単

　
位

備
　

考

効
果

算
定

自
治

体
当

た
り

削
減

可
能

量
-
4
5
5
.0

t-
C

O
2
/
箇

所
あ

き
る

野
市

地
球

温
暖

化
防

止
対

策
実

行
計

画
に

基
づ

く
取

組
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別

紙
１

：
生

活
や

事
業

活
動

に
お

け
る

省
エ

ネ
の

推
進

（
民

生
家

庭
部

門
）

排
出

削
減

対
策

項
目

削
減

効
果

単
位

活
動

量
単

位
実

施
率

排
出

削
減

量
単

位
備

考

エ
ア
コ
ン
（
冷
房
）
の
設
定
温
度
は
28
℃
以
上
の
温
度
を
目
安
と
す

る
。

-
0
.0

1
2

t-
C

O
2
/
世

帯
3
3
,5

5
0

世
帯

1
1
.2

%
-
4
3

t-
C

O
2

削
減

効
果

：
家

庭
の

省
エ

ネ
ハ

ン
ド

ブ
ッ

ク
、

東
京

都
実

施
率

：
地

球
温

暖
化

対
策

に
関

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
結

果
（
市

民
）
に

お
け

る
＜

取
り

組
ん

で
い

き
た

い
＞

－
＜

い
つ

も
取

り
組

ん
で

い
る

＞

エ
ア
コ
ン
（
暖
房
）
の
設
定
温
度
は
20
℃
以
下
の
温
度
を
目
安
と
す

る
。

-
0
.0

2
0

t-
C

O
2
/
世

帯
3
3
,5

5
0

世
帯

1
1
.7

%
-
8
0

t-
C

O
2

削
減

効
果

：
家

庭
の

省
エ

ネ
ハ

ン
ド

ブ
ッ

ク
、

東
京

都
実

施
率

：
地

球
温

暖
化

対
策

に
関

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
結

果
（
市

民
）
に

お
け

る
＜

取
り

組
ん

で
い

き
た

い
＞

－
＜

い
つ

も
取

り
組

ん
で

い
る

＞

石
油
ス
ト
ー
ブ
や
ヒ
ー
タ
ー
、
電
気
ゴ
タ
ツ
を
こ
ま
め
に
消
す
。

-
0
.0

4
1

t-
C

O
2
/
世

帯
3
3
,5

5
0

世
帯

1
.1

%
-
1
5

t-
C

O
2

削
減

効
果

：
家

庭
の

省
エ

ネ
大

事
典

、
一

般
財

団
法

人
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
活

動
セ

ン
タ

ー
実

施
率

：
地

球
温

暖
化

対
策

に
関

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
結

果
（
市

民
）
に

お
け

る
＜

取
り

組
ん

で
い

き
た

い
＞

－
＜

い
つ

も
取

り
組

ん
で

い
る

＞

テ
レ
ビ
や
ゲ
ー
ム
機
を
こ
ま
め
に
消
し
て
、
使
わ
な
い
と
き
は
コ
ン
セ

ン
ト
を
抜
く
。

-
0
.0

1
3

t-
C

O
2
/
世

帯
3
3
,5

5
0

世
帯

1
5
.7

%
-
7
0

t-
C

O
2

削
減

効
果

：
家

庭
の

省
エ

ネ
ハ

ン
ド

ブ
ッ

ク
、

東
京

都
実

施
率

：
地

球
温

暖
化

対
策

に
関

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
結

果
（
市

民
）
に

お
け

る
＜

取
り

組
ん

で
い

き
た

い
＞

－
＜

い
つ

も
取

り
組

ん
で

い
る

＞

冷
蔵
庫
は
色
々
な
も
の
を
つ
め
こ
ま
ず
、
扉
の
開
閉
を
少
な
く
す
る
。

-
0
.0

2
1

t-
C

O
2
/
世

帯
3
3
,5

5
0

世
帯

1
0
.7

%
-
7
4

t-
C

O
2

削
減

効
果

：
家

庭
の

省
エ

ネ
ハ

ン
ド

ブ
ッ

ク
、

東
京

都
実

施
率

：
地

球
温

暖
化

対
策

に
関

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
結

果
（
市

民
）
に

お
け

る
＜

取
り

組
ん

で
い

き
た

い
＞

－
＜

い
つ

も
取

り
組

ん
で

い
る

＞

ご
飯
は
炊
飯
器
で
ず
っ
と
保
温
す
る
の
で
は
な
く
、
必
要
な
と
き
に
電

子
レ
ン
ジ
で
温
め
直
す
。

-
0
.0

0
1

t-
C

O
2
/
世

帯
3
3
,5

5
0

世
帯

2
.6

%
-
1

t-
C

O
2

削
減

効
果

：
家

庭
の

省
エ

ネ
大

事
典

、
一

般
財

団
法

人
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
活

動
セ

ン
タ

ー
実

施
率

：
地

球
温

暖
化

対
策

に
関

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
結

果
（
市

民
）
に

お
け

る
＜

取
り

組
ん

で
い

き
た

い
＞

－
＜

い
つ

も
取

り
組

ん
で

い
る

＞

お
風
呂
は
続
け
て
入
浴
、
一
緒
の
入
浴
を
心
が
け
る
。

-
0
.0

3
0

t-
C

O
2
/
世

帯
3
3
,5

5
0

世
帯

5
.6

%
-
5
7

t-
C

O
2

削
減

効
果

：
家

庭
の

省
エ

ネ
ハ

ン
ド

ブ
ッ

ク
、

東
京

都
実

施
率

：
地

球
温

暖
化

対
策

に
関

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
結

果
（
市

民
）
に

お
け

る
＜

取
り

組
ん

で
い

き
た

い
＞

－
＜

い
つ

も
取

り
組

ん
で

い
る

＞

買
い
物
袋
を
持
参
し
、
余
分
な
レ
ジ
袋
や
過
剰
包
装
は
断

る
。

-
0
.0

5
8

t-
C

O
2
/
世

帯
3
3
,5

5
0

世
帯

8
.9

%
-
1
7
3

t-
C

O
2

削
減

効
果

：
身

近
な

地
球

温
暖

化
対

策
　

家
庭

で
で

き
る

１
０

の
取

り
組

み
、

環
境

省
実

施
率

：
地

球
温

暖
化

対
策

に
関

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
結

果
（
市

民
）
に

お
け

る
＜

取
り

組
ん

で
い

き
た

い
＞

－
＜

い
つ

も
取

り
組

ん
で

い
る

＞

白
熱
灯
が
切
れ
た
と
き
は
、
省
エ
ネ
効
果
の
高
い
L
E
D
ラ
ン

プ
、
電
球
形
蛍
光
灯
に
交
換
す
る
。

-
0
.0

3
2

t-
C

O
2
/
世

帯
3
3
,5

5
0

世
帯

2
0
.4

%
-
2
2
0

t-
C

O
2

削
減

効
果

：
家

庭
の

省
エ

ネ
ハ

ン
ド

ブ
ッ

ク
、

東
京

都
実

施
率

：
地

球
温

暖
化

対
策

に
関

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
結

果
（
市

民
）
に

お
け

る
＜

取
り

組
ん

で
い

き
た

い
＞

－
＜

い
つ

も
取

り
組

ん
で

い
る

＞

合
計

-
7
3
2

t-
C

O
2
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別

紙
２

：
総

量
削

減
義

務
と

排
出

量
取

引
制

度
に

よ
る

削
減

効
果

●
総

量
削

減
義

務
と

排
出

量
取

引
制

度
の

計
画

値

0
0
4
5

横
河

マ
ニ

ュ
フ

ァ
ク

チ
ャ

リ
ン

グ
株

式
会

社
　

小
峰

工
場

4
,4

9
6

4
,9

1
6

4
,9

1
6

4
,9

1
6

4
,9

1
6

6
.0

6
.0

6
.0

6
.0

6
.0

2
2
,7

1
5

0
5
4
7

東
京

サ
マ

ー
ラ

ン
ド

7
,0

2
2

7
,0

2
2

7
,0

2
2

7
,0

2
2

7
,0

2
2

8
.0

8
.0

8
.0

8
.0

8
.0

3
2
,3

0
5

0
7
3
8

あ
き

る
野

と
う

き
ゅ

う
3
,8

7
9

3
,8

7
9

3
,8

7
9

3
,8

7
9

3
,8

7
9

8
.0

8
.0

8
.0

8
.0

8
.0

1
7
,8

4
5

1
1
4
4

富
士

通
セ

ミ
コ

ン
ダ

ク
タ

ー
株

式
会

社
　

あ
き

る
野

ﾃ
ｸ
ﾉﾛ

ｼ
ﾞｾ

ﾝ
ﾀｰ

1
1
,6

4
7

1
1
,6

4
7

1
1
,6

4
7

1
1
,6

4
7

1
1
,6

4
7

6
.0

6
.0

6
.0

6
.0

6
.0

5
4
,7

4
5

1
7
4
0

公
立

阿
伎

留
医

療
セ

ン
タ

ー
5
,3

2
5

5
,3

2
5

5
,3

2
5

5
,3

2
5

5
,3

2
5

8
.0

8
.0

8
.0

8
.0

8
.0

2
4
,4

9
5

●
削

減
効

果

2
0
1
0
年

度
（
H

2
2
）

2
0
1
1
年

度
（
H

2
3
）

2
0
1
2
年

度
（
H

2
4
）

2
0
1
3
年

度
（
H

2
5
）

2
0
1
4
年

度
(H

2
6
）

0
0
4
5

横
河

マ
ニ

ュ
フ

ァ
ク

チ
ャ

リ
ン

グ
株

式
会

社
　

小
峰

工
場

2
6
9
.8

2
9
5
.0

2
9
5
.0

2
9
5
.0

2
9
5
.0

1
4
4
9
.6

0
5
4
7

東
京

サ
マ

ー
ラ

ン
ド

5
6
1
.8

5
6
1
.8

5
6
1
.8

5
6
1
.8

5
6
1
.8

2
8
0
8
.8

0
7
3
8

あ
き

る
野

と
う

き
ゅ

う
3
1
0
.3

3
1
0
.3

3
1
0
.3

3
1
0
.3

3
1
0
.3

1
5
5
1
.6

1
1
4
4

富
士

通
セ

ミ
コ

ン
ダ

ク
タ

ー
株

式
会

社
　

あ
き

る
野

ﾃ
ｸ
ﾉﾛ

ｼ
ﾞｾ

ﾝ
ﾀｰ

6
9
8
.8

6
9
8
.8

6
9
8
.8

6
9
8
.8

6
9
8
.8

3
4
9
4
.1

1
7
4
0

公
立

阿
伎

留
医

療
セ

ン
タ

ー
4
2
6
.0

4
2
6
.0

4
2
6
.0

4
2
6
.0

4
2
6
.0

2
1
3
0

総
合

計
t-

C
O

2

指
定

番
号

事
業

所
名

称
合

計

-
1
1
,4

3
4
.1

2
0
1
1
年

度
（
H

2
3
）

2
0
1
2
年

度
（
H

2
4
）

2
0
1
3
年

度
（
H

2
5
）

第
1
計

画
期

間
に

お
け

る
基

準
排

出
量

（
t-

C
O

2）

指
定

番
号

事
業

所
名

称
2
0
1
4
年

度
(H

2
6
）

第
1
計

画
期

間
に

お
け

る
基

準
排

出
量

（
t-

C
O

2）
第

1
計

画
期

間
に

お
け

る
削

減
義

務
率

（
%
）

排
出

上
限

量
（
削

減
義

務
期

間
合

計
）

（
t-

C
O

2
）

2
0
1
0
年

度
（
H

2
2
）

2
0
1
1
年

度
（
H

2
3
）

2
0
1
2
年

度
（
H

2
4
）

2
0
1
3
年

度
（
H

2
5
）

2
0
1
4
年

度
(H

2
6
）

2
0
1
0
年

度
（
H

2
2
）
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別
紙

３
：
一

般
廃

棄
物

の
溶

融
処

理
に

お
け

る
C

O
2
排

出
量

●
溶

融
処

理
量

の
推

計

年
度

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
2
9

2
0
3
0

処
理

量
（
t/

年
）

1
8
1
8
1

1
8
0
8
9
.1

1
7
9
9
7
.2

1
7
9
0
5
.3

1
7
8
1
3
.4

1
7
7
2
1
.5

1
7
6
2
9
.6

1
7
5
3
7
.7

1
7
4
4
5
.8

1
7
3
5
3
.9

1
7
2
6
2

1
7
1
7
0
.1

1
7
0
7
8
.2

1
6
9
8
6
.3

1
6
8
9
4
.4

※
※

※
一

般
廃

棄
物

（
ご

み
）
処

理
基

本
計

画
（
あ

き
る

野
市

）
に

お
け

る
中

間
目

標
年

度
と

目
標

年
度

●
溶

融
処

理
施

設
の

概
要

施
設

名
称

西
秋

川
衛

生
組

合
熱

回
収

施
設

処
理

能
力

1
1
7
t/

日
（
 5

8
.5

t/
日

×
2
 炉

）

形
式

及
び

処
理

方
式

全
連

続
燃

焼
式

 ガ
ス

化
溶

融
方

式

運
転

時
間

2
4
 時

間
/
日

処
理

設
備

流
動

床
式

ガ
ス

化
溶

融
炉

余
熱

利
用

発
電

（
発

電
効

率
1
4
％

以
上

）

●
排

出
原

単
位

（
kg

-
C

O
2
/
t-

焼
却

ご
み

）
の

設
定

処
理

能
力

（
t/

日
）

1
1
7

=
-
2
4
0
*
L
O

G
(ｘ

)+
8
8
0

●
C

O
2
排

出
量

の
推

計

年
度

処
理

量
（
t/

年
）

C
O

2
排

出
量

（
ｔ-

C
O

2
）

2
0
2
0

1
7
8
1
3
.4

6
8
3
3
.9

2
0
3
0

1
6
8
9
4
.4

6
4
8
1
.3

3
8
3
.6

3
8
3
.6

排
出

原
単

位

（
kg

-
C

O
2
/
t-

焼
却

ご
み

）

排
出

原
単

位

（
kg

-
C

O
2
/
t-

焼
却

ご
み

）

3
8
3
.6
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